


















































































　衆議院の女性議員率が 2009 年にはじめて二桁の 11.3% になったとはいえ、世界的に見























































































AA の訳語として Discrimination Positive の言葉が使われ始めていますが、「積極的差別」
と直訳されるように、違法な逆差別というニュアンスが含まれるため、用法自体について
も議論があります。そこで国連女性差別撤廃委員会一般的勧告25 号では、女性差別撤廃
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（社会科学研究所）を連携拠点として、社会科学を総合する視点にたって男女共同参画（ジェン
ダー平等）と多文化共生に関わる問題を広範な視座から学際的に検討することを目的としてい
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15 前掲拙著『憲法とジェンダー』第 9 章を参照されたい。
16 江原由美子「はしがき」日本学術会議編『性差とは何か』（日本学術協力財団、2008年） 7 頁。
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（つじむら　みよこ　東北大学大学院法学研究科教授）
